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AI や ICT を活⽤した放牧畜産に向けて 

はじめに 

政府は、2015 年に約 110 億円だった⽜⾁輸出額を 2020 年には 250 億円まで増やすという⽬標を⽴
てている。⼀⽅、国内の畜産農家に⽬を向けると、繁殖農家の減少傾向に⻭⽌めはかからず、⼦⽜の供給不
⾜から素⽜価格は急激に上昇を続け、最近は枝⾁価格の推移に伴いやや低下する局⾯もあるものの、依然
として 80 万円前後の⾼⽔準で推移している。加えて、近年の飼料価格の⾼⽌まりは、それに追い打ちを掛け
るように畜産農家の経営を圧迫している。背景には、新興国による⾷⾁消費の増加が関係しているともいわ
れ、好転する⽬途は⽴っていない。そのため、素⽜の⽣産性と飼料⾃給率の向上は喫緊の課題となっている。 

⼀⽅で農村地域を活性化するためには、増加する耕作放棄地を活⽤する新たな担い⼿を創出する必要が
ある。⾁⽤⼦⽜の⽣産基盤を強化しつつ担い⼿の創出の両⽅を同時に解決できる⼀⽅策としては、家畜管
理の軽労化と耕作放棄地活⽤を実現する放牧活⽤型畜産が最も有⼒と考えられるが、新たな担い⼿が参
⼊するには、熟練を要する家畜管理作業は極めてハードルが⾼い。しかしながら、最近では ICT（情報通信
技術）や AI（⼈⼯知能）を活⽤することにより、このような熟練作業や効率的な作業へシフトすることが容易
になりつつある。畜産におけるICT等の活⽤は舎飼いを中⼼に研究開発され⼀部実⽤化も進んできているが、
放牧条件下での活⽤は緒についたばかりである。例えば放牧下において、AI 技術を活⽤した精確な受精適
期予測、放牧⽜の安否確認や健康状態等を ICT の活⽤により遠隔で監視・制御する技術、個体識別に基
づく遠隔⾃動給餌技術、家畜・施設保全のための牧柵遠隔監視や飲⽔管理に係る技術等の早期構築が望
まれている。そこで本年度の情報交換会では、AI や ICT を活⽤した放牧畜産に向けた研究の現状と課題に
ついて情報交換を⾏う。 

本会が、ICT 放牧を活⽤した畜産の普及促進につながり、農村地域への新規就農者呼び込みや肥育素
⽜の安定供給へ貢献できれば幸いである。 

国⽴研究開発法⼈ 農業・⾷品産業技術総合研究機構 
畜産研究部⾨ 畜産飼料作研究監 

⼤同 久明  
（⽔⽥・⾥⼭放牧推進協議会 会⻑） 
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AI や ICT を活⽤した放牧畜産に向けて 

基調講演 

放牧活⽤型畜産の未来予想図 

⿅児島⼤学 学術研究院 農⽔産獣医学域農学系 
  (兼任、九州⼤学客員教授) 

後藤 貴⽂ 

１．はじめに 
⽇本は未来に向けて、どのように IoT 農業、 特に ICT 技術や AI を農業に活かしていくのか︖ 

現在、 国も、 多くの ICT 企業も、 既存の農業への参⼊を⽬指し、 種々活動が⾏われている。 
しかしながら、 経営管理やデータ管理は、IT 技術によりある程度可能となってきている。しかし、本
格的な成功例は少ないように思う。多くの農業は、 ICT 導⼊以前に、 ⼀度、現状の⽣産のしくみ
を⾒直す時期に来ているように思われる。 ⾷のグローバライゼーション、  アメリカの政権交代でとん
挫した TPP 等、国内への⾷料輸⼊と⼀⽅で⽇本農産物の輸出への取り組み、 ⽇本の農業は未
来に向けて、これからどのような哲学を持ち、どの⽅向へ進むのか、 まず凛とした考えた⽅や政策が必
要だろう。 

海外では、 いち早く戦略的に農業政策を転換し、⼯業的で⼤規模な農業を、また⼀⽅では、オ
ーガニック農業に向けた様々な事業を展開している。 海外と同じステージで、コストパフォーマンスと
環境への配慮等をこれまで以上に考慮する必要がある。 農業活性化のためには、 新たな⽣物⽣
産科学における概念の取り込みとマーケットの中に農家に利益のでるしくみがあってこそ、 農産業は
⼤きなビジネスチャンスを⽣む。 また、これからの農産業は、単なる⾷料⽣産ではなく、 ⾷のおいし
さ・安全性はもとより、 ⽣産における周囲の環境との共⽣、 環境負荷の低減、 ⾷のグローバル化
による世界的な物質循環のバランス調整、フードマイレージ等低炭素社会の実現といった、多くの公
益的な意味が考慮されるべき時代となった（図１）。⼀⽅、このような状況の中、 農業研究者は、 
農業そのものだけでなく、ICT 研究分野や AI 研究分野へ深く⼊り込み、 新しい形の農業システム
を創造しなければならない。 そうしなければしくみの変⾰はむずかしく、同様に ICT 研究者や AI 研
究者も深く農業分野に⼊り込まなければ、 真の農業 ICT、IoT および AI イノベーションと、新しい
哲学に基づく、真の農産業のイノベーションは構築できないだろう。さらに GAP や HACCP は当然の
しくみとして含んでいかなければ、世界には通⽤しない。 
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A. ⼯業界のデザインイン型ものつくり

B. 未来の⽜⾁⽣産をデザインイン型で考慮した場合のアイテム

図１． 世界に通じる未来の農業におけるデザインイン型のしくみつくり 
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⽇本は主に⼯業製品を海外に輸出し、外貨を得て、⽇本を豊かにしてきた。 ⼀⽅で、 ⾷料輸
⼊を規制し、⾃国の農産業を保護するとともに、国内に⾜りない⾷料品を海外より購⼊してきた。し
かしながら、1991 年のウルグアイラウンドの締結により、それまで輸⼊制限により守ってきた国内の基
幹農業⽣産物コメ、 ⽜⾁およびオレンジ等を諸外国より輸⼊⾃由化するように迫られた。安価な
⾷料の輸⼊により、⽇本農業は痛⼿を負うこととなった。 多くの農家が経営困難となり、⾼齢化に
も拍⾞がかかり、多くの耕作放棄地が認められるようになった。  

⽇本の国⼟の 73％は⼭であり、平野部は主⾷のコメ⽣産が主要である。輸⼊穀物飼料に依存
した集約的な畜産を選んだ⽇本では、 畜産も⽐較的平野部で営まれた。輸⼊穀物を多給して⽣
産する和⽜⾁は、筋内脂肪が多い特徴的な霜降り⽜⾁となった。和⽜は、そのユニークな⾁質から
（海外に持ち出された和⽜や和⽜精液をもとに）アメリカ、 カナダ、 オーストラリア、 メキシコ、 中
国、 タイ、 およびドイツ等ヨーロッパ各地等、 現在では世界中で飼養されはじめている（外国の品
種と交雑したものの WAGYU として販売されている）。 しかも、⼼苦しいのは、ヨーロッパ等では、
WAGYU のオリジナルを⽇本の⽜と認識している消費者が少ないことだ。アンガスのオリジナルは、スコ
ットランドと多くの消費者は知っている。和⽜の精⼦や受精卵の世界戦略を考える時期に来ているか
もしれない。 

現状、⽇本では、 草⾷動物であるこの和⽜に輸⼊したトウモロコシを中⼼とした穀物飼料を 1 頭
当たり 4 トンから 5 トン与えなければならない。さらに、輸⼊穀物価格の⾼騰や⽣産システムの特異
性により、現在、1 頭の売値に対してコスト率は 90％以上であり、ビジネスとしては⾮常に厳しい状
況である。平成 26 年度の農林⽔産省によると全国平均として、和⽜ 1 頭の⽣産費は約 101 万
円（⼦⽜を購⼊して 20 カ⽉間の肥育の場合）であり、 農家所得は 1 頭あたり約 4.5 万円とな
っている。これは現在のように、まだ⼦⽜価格が⾼騰していない状況であり、現在の⼦⽜ 1 頭の価格
が 80 万円以上の状況では、利益をあげるのは、かなり厳しくなるだろう。このように経営が厳しい状
況に、単純に⾼コストの ICT 機器を導⼊することは現実的ではない。⽜⾁⽣産は、激しい価格競
争の中、⽜舎内で、⼤量の輸⼊穀物飼料を給与している状況である。 また、過度な輸⼊飼料へ
の依存は、 輸⼊飼料に BSE や FMD（⼝蹄疫）等に係るタンパク質やウイルス等が混⼊するリス
クも⾼まる。ウシは従来、地域の植物を⾷し、糞尿はその地域の植物を繁茂させるための堆肥となり、
植物―ウシ―糞尿―堆肥―植物という循環が成⽴していた。しかし現実は、 海外で⽣産された穀
物を⽇本で与えているために、その糞尿は堆肥化しても、うまく処理する⽅法がない。統計では、年
間約 8000 万トンの糞尿が⽇本国⼟に蓄積されている。この過剰な堆肥は、現実的に⽇本で使
⽤できる量をはるかに超えている（机上の計算では使⽤できるというシミレーションもあるが）。 糞尿
から⽣産された堆肥を飼料⽣産する畑に戻すことを、循環というならば、過度に輸⼊飼料に依存し
ている状況では、⽇本では循環できないということになる。これらの⼤量の堆肥の処理をどのようにする
のか、 早急に対応する必要があるだろう。しかしながら、⾏政機関としては、このシステムを基盤に営
む現在の農家を守らなければならない現実がある。さらにそれに関わる⽣産のしくみを維持しなければ、
流通業界がダメージを伴ってしまう。このように⽜⾁⽣産のしくみは、変⾰することが難しい⼤きな⻭⾞
の中にある。
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しかしながら、この⽣産システムは、未来に向けて深刻な多くの問題を包含しており、TPP 等国際
的な⾷料貿易関係の導⼊も⾒据えて、将来に向け、⽇本の⽜⾁⽣産は、どのような⽣産のしくみに
シフトすべきか真剣に考慮する時期に来ている。昨今、少しずつ消費者や飲⾷業界、あるいは予防
医学を探究する医師たちが、 放牧による⾃然な形の肥育による、 いわゆる牧草⽜に興味を持ち
始め、 ⾚⾝⾁の嗜好も⾼まり始めている。 放牧肥育は、 ウシにも飼養するヒトにも優しい農業で
あるが、 産業とするには、 さらなる効率化、 省⼒化が必要である。 著者は、 九州⼤学の遠隔
地施設、農学部附属農場⾼原農業実験実習場にて、 多くの⺠間企業と連携しながら、 約
100 頭のウシと約 80 ヘクタールの⼟地を使って研究を進めてきた。 本稿では⺠間企業と共同研
究で⾏った新しい⽜⾁⽣産システムにおける IoT 農業の取り組みをご紹介しながら、未来の放牧活
⽤型畜産における IoT を議論したい (図２)。

図２. 筆者が考える⽜⾁⽣産パッケージコンセプトの概略の例 
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２．地球の物質循環における⽜⾁⽣産の意味と放牧活⽤型畜産 
ウシは本来、 穀物ではなく植物、 特に草資源を飼料とし、 本来植物繊維を微⽣物の⼒を借

りて、 ⾁やミルクと⾔ったタンパク質に変換してくれる経済動物である。 消費者は概して、 ウシは草
原でのんびり⽣産されていると思われている。 実際は、 先に述べたように⽜舎の中で、 輸⼊穀物
飼料を中⼼に、集約的に飼養されている。  

本来、 植物資源は⽇本に豊富にある。 この豊富な⽇本の植物資源を活⽤して、 ウシは⽜⾁
やミルクといったタンパク質を⽇本⼈に供給してほしい。 先に述べた⼟地利⽤の少ない集約的な霜
降り⽜⾁⽣産の⼀⽅で、 ⽇本は国⼟の 14％ほどの⼟地に約 50％の⼈⼝が密集している。 すな
わち国⼟の 80％以上をうまく活⽤できていない。 ⽇本の⼈⼝分布は、 東京を始めたとした都市
部に集中し、⼭間部や中⼭間地域は、過疎化、限界集落化が増加して荒廃している。 ⼭地や
中⼭間地域の環境をまもることは、 希少植物、 動物と環境の保全、 概して⽇本国⼟の保全に
おいて重要である。 ⿃獣害について防御柵をつくっても根本的な問題解決にはならない。⼭は放置
して⽊があればよいというものではない。⼭を管理し、定期的に間伐を⾏い、しっかりと⼭中の森を守
ることで、 ⽊は実をつけ、 また下草が⽣える。 そのような環境をつくってやれば、 シカやイノシシは、 
⾥に降りて農作物に被害をもたらさずに⼭に住むことができる。 これからの社会が⽬指す⾃然共⽣、 
資源循環、 ⾷料⾃給率の維持において、 ⼭地の活⽤やその植物資源をどのように活⽤していくか
は重要な問題である。 農業と国⼟保全の⾯から地域創⽣の鍵となる。 近年、 ⽇本でも⾏政機
関が、 耕作放棄地等の未利⽤地のウシによる放牧活⽤を推奨しているところである。 筆者らは、 
⽣物科学的な研究、 すなわちエピジェネティクスを⽤いた代謝プログラミング機構を⽤いて、 ⼦⽜の
時期に、 粗飼料でも太りやすい体質の制御に関する研究を⾏っているが、 本稿では詳細な内容
は割愛する。 この代謝プログラミングのシステムにより、 国内の粗飼料（草資源）でも肥育できる
体質を制御して、 その後は ICT 技術を活⽤した放牧による肥育技術を模索している (図 2、3)。 

図３. 耕作放棄地放牧の放牧直後（A）と放牧 3 ヵ⽉後の 状況
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３．ICT というツールをどのように放牧型畜産に活⽤するのか 
⼭や広⼤な中⼭間地域を⽤いて、ウシを放牧するとなるとそれなりの管理が必要となる。しかし、そ

れは、飼養というより、 個体の⾏動管理や位置モニター等、 ICT 技術でカバーできる技術である。 
そこで我々は、 未来に向けて、現在の⽜⾁⽣産システムとは異なる、 ⼭地、中⼭間地域を活⽤し
た新しい環境保全型の⽣産システムの仕組みを、 ICT 技術を導⼊して確⽴したいと挑戦している。
これは単なる農産物の⽣産ではなく、倫理的（エシカルな）な意味も含めた未来に向けた新しい産
業の創出である。⽇本国⼟の 66％は森林であるが、 林産業の経営状態も海外からの安い⽊材
の輸⼊や後継者不⾜で悪化している。ウシは、 植物資源を効率的にタンパク質にコンバートしてくれ
る⽐較的⼤型で、⾃⽴して移動できるプラントともいえる。 ICT 技術とともにウシの放牧を基盤とし
た⽇本オリジナルな放牧型、あるいは⼭地元⼊れた Silvopasture（林畜複合経営）⽜⾁⽣産
システムの構築を⽬指したい。 限界集落の未利⽤地、森林や中⼭間地域の耕作放棄地の草資
源シーズを活⽤して構築したい。しかしながら、現在のウシの放牧管理は、依然、旧型でアナログ的
なものである。我々は、このウシの放牧管理を中⼼に、どのように ICT 技術で管理するかについて、特
に放牧時における遠隔地からの位置・⽣体情報を収集し、 家畜管理へ利活⽤可能な無線⽣体
管理システムの研究開発に挑戦している 1、2 。

４．ウシの⾏動特性を活⽤した遠隔給餌システム 
 畜産業の現場では、 いわゆる“餌付け”というシステムをよく使⽤する。 それは放牧している⽜群

管理に⾮常に有効である。ウシは群で動く。ウシの群れをコントロールするためには、 ウシの⾏動特性
を基盤とした餌付けシステムは、極めて有効である。 また、スタンチョンという個体の⾸をロックし確保
して、均等に餌を与える機器もある。実際には、現地にヒトがおり、 そこでウシを呼び、 また餌を少し
与えることで、ウシが集まり、スタンチョンで確保できる。 筆者らはそれを、ICT により遠隔から給餌す
るシステムを構築した。ウシの⾏動特性を⽤いて、 ウエブカメラ、 サウンドシステム、 ⾃動給餌機、 
ロック機構付スタンチョンを⽤いて、 リモートによる遠隔でのウシ呼び寄せ実験を⾏い、 餌付けシステ
ムを構築した（図４）。放牧実験エリアに機器制御⽤の無線ノード、 制御盤を設置し、関連機
器と接続した。 スマートフォン／タブレットから操作可能なＧＵＩを準備し、遠隔地からのモニター・
機器操作を⾏った。 放牧⽜の管理では、 通常、 条件反射あるいは条件づけを活⽤して、種々
の⾳により、⽜群を集め、給餌を⾏う。条件反射は、 いわゆるパブロフの⽝の実験に代表されるよう
に、 餌を与えるという無条件刺激と、そのときに与える⾳が条件刺激としてウシの中で条件づけされ、
⽜群に対して⾳をならすことで、 広⼤な放牧地でも⾳を鳴らす場所に集めることができる。本研究で
は、スマートフォンを⽤いて遠隔でウシの呼び寄せる、いわゆる遠隔餌付けシステムを実証した。スマー
トフォンのアプリケーションを作成し操作画⾯を構築した。まず画像の⽬視により、放牧地の状況を観
察できる。その後、スピーカーのボタンにタッチすることで、 放牧地現地のスピーカーより録⾳された、ウ
シを呼び集める声を放牧地に響かせることができる。ウシは放牧地よりゆっくりとウエブカメラの前に集ま
ってくる。さらに⾃動給餌機のボタンに触れると、ウシはその⾳を聞いて、ゆっくりとスタンチョン（⾸をロッ
クして、 強い個体も弱い個体も平等に給餌できる設備）に⾸を⼊れる。その後、 スタンチョンのロッ
ク⽤のボタンを押すと、 ウシの⾸がロックされ捕獲することができる（図４）。このようにして遠隔から
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スマートフォンにて、放牧しているウシに補助給餌および捕獲が可能な装置を構築した。 放牧⽜は
放置しておけばよいというわけではない。繁殖⽜であれば、健康管理や⽣理の把握、⼈⼯授精によ
り、妊娠させて⼦⽜を⽣産しなければならない。また、⽇本では夏場は、ダニを予防するための薬剤も
定期的にウシに散布する必要もある。また、産業としての補助飼料給与も必要である。このような⼿
間を現地に⾏けない時、スマートフォンでできるのであれば、⾮常に効率的に管理ができることになる。
現在の農林⽔産省の先導プロジェクトにおいて、親⼦周年放牧における、各個体の体格や⽉齢に
合わせた遠隔給餌システムを開発中である。

A. ⾃動スタンチョンシステム

B．放牧⽜の⾃動給餌の様⼦ 

図４. スマートフォンによる遠隔からの捕獲と給餌システム 
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５．放牧⽜の位置情報を把握するための技術︓放牧地におけるネットワーク構築 
次に、ウシの放牧地のネットワークを構築することを考えた。放牧活⽤型畜産には広⼤な⼟地が

必要となるが、⼀⽅で⽜群の動きを⾒極めるのが難しくなる。中⼭間地域で⼭間部も活⽤した放牧
となると、あるいは離島における地ぼうの複雑な⼟地での放牧となれば、⽜群の把握や、帰ってこない
個体がある場合の対処が難しくなる。また、1 頭の繁殖⽜（⺟⽜）を、放牧地における種々の事故
等で死なせることがあれば、約 480 万円（現状で、年間に 80 万円以上の価値の⼦⽜を 6 年間
⽣産する場合）以上の価値を農家は失うことになる。また、ウシの放牧軌跡を⾒ることで、健康状
態やエネルギー消費量の推定や、 放牧地の草地管理にもその情報は活⽤することができる。このよ
うに放牧地でのウシの測位は重要な情報となる。 

通常、 測位と⾔えば、 GPS を思いうかべるが、GPS を放牧⽜の測位情報収集に使⽤するには、
コストの問題とバッテリの耐久性の問題がある。GPS を使⽤した場合、ウシを頻繁に捕まえてバッテリ
交換をしなくてはならない。 現場で想定した場合、この労⼒を、労⼒的に現実的ではない。 数年
単位でウシに装着できるデバイスが必要である。そこで、 伝搬環境を測定した後に、 放牧地に測
位アンカー局を設置し、 放牧地をカバーする無線ネットワークを構築した２。その後、 測位システム
を放牧地で稼働させ、 放牧経営で求められる測位の精度をあきらかとし、実際の現場における実
現化、普及にむけた問題点をも明らかにした。 GPS を⽤いない、 電界強度 3 辺測位法による測
位によってアンカー局設置密度 0.6 ha/1 台において、測位誤差を約 30m まで縮めることが出来
た。また必要な測位精度を、アンカー局設置数を増減させることでフレキシブルに対応できることが想
定された。これにより、放牧地の⽜の測位について、受信電波強度を⽤いた電界強度 3 辺測量⽅
式による測位が適⽤可能であると⽰唆された。更に GPS を⽤いた測位に対して、約 60 %以上の
省電⼒化の効果を⾒込めることが判明した。これらの検討から、バッテリの寿命を⻑くするためにはスリ
ープ制御が効果的であることが明らかとなった。 省電⼒化の効果は実際の放牧地の運⽤⽅法に⼤
きく依存することが考えられるため、今後普及に向けてさらなるシステムの最適化を、 実証を通じて
実施する必要性がある。

実験を進めているうちに、 放牧地のネットワーク構築を考慮する上で、放牧地の植⽣や地形の
影響を考慮することが、 良好な無線伝播環境や電界強度 3 辺測位法による測位の精度向上に
重要であることが明らかとなった。放牧地の植⽣については ITU-R で規定されている森伝播モデルの
適⽤が有効であることが判った。また地形の影響については、 電波のフレネルゾーンに及ぼす影響や
地形の凹凸の回折時の損失モデルを考慮することが有効であることが明らかとなった。また、放牧時
の多数のウシのセンシング情報を効果的に収集する上で、 時分割多重によるスケジューリング⽅法
が有効であることが⽰唆された。⽜に取り付ける端末のモビリティ機能を実現する上で、マルチホッピン
グ機能が効果的であることも⽰唆された。これらの機能を実現する上で、端末の消費電⼒と、限られ
た周波数リソースの有効活⽤が重要であることが⽰唆されている。現在、我々の考えた測位システム
と GPS を併⽤して測位誤差を⽐較しながら、試作アプリケーションソフトを開発し、タブレットにウシの
測位情報や放牧軌跡をとらえることに成功している（図５）。 
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６．ウシ個体のバイタルセンシング 
インプラントセンサシステムの構築に挑戦している。放牧⽜の管理上、重要なことは、測位の他にウ

シ個体のバイタル情報の把握である。ウシの飼養において農家が最も重要な情報と考えるのは、健
康のためのバイタルデータ（体温等）、繁殖⽜（⺟⽜）の発情（排卵）や分娩探知のためのバイ
タルデータである。当初、 MEMS センサなどを体表⾯に張り付けて、 センシングする⽅法を模索した
が、 ウシには体表⾯に被⽑があり、⻑期にセンサを取り付けることが困難であった。 また、 被⽑の
少ない陰部等も検討したが、センサを張り付ける⽅法が困難であった。

そこで、 数年前より思い切ってインプラント⽅式に挑戦している。これはまさに未来の技術である。
インプラントとは体内にセンサーデバイスを埋め込むことである。 ここでは 430MHz 帯特定⼩電⼒⽅
式の⼩型無線機を開発し、 ⽜の最後肋⾻後⽅に埋め込んで⽜体表の無線伝播環境を測定し
た研究及びその後新しい温度センサシステムにより⾏った研究の結果を紹介したい。 インプラントセン
サから直接、インタネットのネットワークへ情報を送ることは難しいことが予想されたので、インプラントセ
ンサから各部位への電波の伝搬経路を確認した。⽜体内よりも体表が⽀配的と考えられ、 ⽪下イ
ンプラントした無線器から体表⾯上の無線器との無線回線設計のためには、 アンテナ埋め込みによ
って⽣じる挿⼊損失と、体表上の距離損及び回折損を考慮しなければならいことが分かった。 本研
究による基礎データは BAN（Body Area Network）技術を⽤いたインプラントデータセンシングを
実現しなければならないことを⽰してくれた。更に、 ⼀昼夜にわたって、埋め込んだインプラント無線
機に搭載した温度センサのデータを、 無線ネットワークを介して受信し、取得したデータの有効性が
⽰された。しくみとしては、インプラントセンサの有効性が⽰された。今後、インプラントセンサによる各種
兆候等のセンシングのしくみつくりの仕組みの構築が必要である。

これまで述べた測位や体温モニタリングシステムは、スマートフォンやタブレット等、端末における⼀つ
のアプリケーションで、容易に確認できるようなモックも作成した(図５)。未来に向けて、これらの技術
をさらに眼鏡タイプなどのウエラブルにして、農家がより機能的に、効率的に、および省⼒的に活⽤で
きるようにしたい。 

図５. 放牧⽜のモニタリング
システムのプロトタイプ
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７．おわりに. 
まず⽇本として、どのような多⾯的機能を持つ農業に対しての未来に向けての明確なビジョンを描

く必要がある。スウエーデンの環境保護庁が発表した未来研究「2021 年のスウエーデン」で、プロジェ
クトリーダーのアニタ・リンネルは、実現可能な未来のシナリオとして「持続可能な社会構築の戦略」を
提⾔した３。⾷料を⾃給し、60 万ヘクタールの農地を“エネルギー源として作物”のために確保するこ
とである。肥沃な⼟と牧草地を保全しながら、窒素やアンモニアの流出を減らし、リンは効率的に循
環させる３。畜産について簡潔にまとめると、従来型の集約的な畜産を基盤としたタスクマインダーと
いう概念、もうひとつは、草⾷動物や、国⼟特に森林等を活⽤したエコロジカルな畜産を基盤とした
パスファインダーという概念である。パスファインダーでは、ウシやヒツジは草地で放牧され、景観と牧草
地、⽣物多様性が維持される。現実に持続社会を形成するには⽩か⿊かという政策ではなく、基盤
的⾷料⽣産のための集約的な畜産と、多⾯的機能と国⼟保全を基盤とした循環型畜産の両⽅の
政策が必要であるということである。スウエーデンにおいても、これらの政策を実施するために多くの課
題にさらされているだろう。⽇本にも、このような政策により、多様な⽜⾁がいつでも⾷すことができる社
会、放牧を主体とした⽇本の植物資源から⽣産された良質タンパクとしての様々なタイプの⽜⾁がい
つでも⾷せるような⽇が来ることを願う。

真の農産業は、特に畜産業は、⾃然と共⽣しながら、家畜が地球上で果たす役割を果たしなが
ら、循環系や国⼟を守り、そして、国⼟に根差した安全な⾷料、特にタンパク質を供給し、しかもビジ
ネスとして⾃⽴する必要がある。そのためには、消費者が、農産業の多⾯的機能の重要性を意識し、
国⺠全体で⽀えていくことが必要となる。そのためには、そのような政策が必要である。⾷の不⾜がす
べての紛争の起源である。しっかりと地に⾜をつけた農産業の構築は、⽇本の安定した繁栄の基盤と
なることは⾔うまでもない。⽜⾁⽣産業システムを放牧基盤に変⾰し、 IoT、 特に ICT 技術を放
牧⽜管理に⽤いることができれば、ヒトもウシも極めて畜産業が楽しくなる（図６）。

図 6. 九州⼤学農学部附属農場（⾼原農業実習場）の放牧⽜ 
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AI や ICT を活⽤した放牧畜産に向けて 

ICT を活⽤した放牧⽜の情報収集システム 

農研機構 畜産研究部⾨ 
喜⽥ 環樹 

はじめに 
 近年、様々な産業分野で、センサデバイスの情報を収集し情報を統合する ICT（Information 
and Communication Technology）の活⽤や、インターネット等を経由してセンサデバイスのデ
ータを通信する IoT（Internet of Things）、IoE（Internet of Everything）の技術開発
が進み、従来はコスト的・技術的に導⼊が困難だった農業分野においても、多くの取り組みが報告さ
れている（産業開発機構 2016）。 
 畜産分野でも ICT 技術について様々な取り組みがなされ、特に酪農分野は取り組みが進んでい
る。乳⽜では、⾸や⾜に装着された個体識別装置と、搾乳機や給飼機等の⽜舎施設機器とが連
動し、飼養管理データベースにより乳量や個体管理情報等が「⾒える化」され、農家はその情報をも
とに乳⽜の管理を⾏うことが⼀般化している。また⾁⽤⽜では、⽜に取り付けた活動量や体温センサ
から得られた情報を無線通信し、⽜の⾏動パターン変化やセンサによる体温情報等から、発情や分
娩兆候を発⾒する⼿法が普及してきている。 

⼀⽅、放牧での ICT 技術の取り組みはまだ普及していない。しかしながら、安定した乳⾁⽜⽣産
には、低コストでの⼦⽜⽣産・育成を⽀援する技術開発が不可⽋であり、放牧においても従来は経
験と勘に頼っていた草地管理や使⽤管理を、ICT や IoT の導⼊により「⾒える化」し、放牧⽜の発
育や発情等の⽣体情報管理をすすめ、畜産農家が放牧飼養のメリットを享受できる技術体系を開
発することは重要と考えられる。 

本発表では、ICT 技術を⽤いた放牧⽜⽤の情報収集システムについて述べる。 

１．家畜飼養管理における ICT 技術 
家畜飼養管理における ICT 技術は、①個体識別技術、②個体識別⼿法を核とした飼養管理

技術へと進み、③個体識別装置にセンサ情報を付記して ICT 化する技術へと発展してきている。 

1）個体識別技術
動物の飼養管理において、個体識別は重要である。家畜では⾸輪、⾜輪、⽿標識等による個

体識別が⾏われている。2001 年に発⽣した BSE 対策として、現在⽜では⽿標による全頭管理が
実施されており、⽿標に記載されている番号（10 桁の数字）とバーコードによる管理およびトレーサ
ビリティが実施されている。⽿標に⽤いられるバーコードは安価なで広く普及している⼿法であるが、読
み取りは専⽤リーダーをバーコードに近づけて読み取る必要があり、⾃動化は困難である。 
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⾃動的に個体識別可能な⼿法として、1980 年代から無線 IC タグが普及している。当初無線
IC タグは、電池を持たずに、アンテナからの電波をうけて、その電波を電流に変え駆動し電波を返信
するパッシブ型であった。パッシブ型タグはアンテナとの通信距離は数㎝程度と短い。しかしながら、アン
テナから電波を発信し続けることで、アンテナ通信圏内の複数の無線 IC タグの情報を⾃動で読出
し可能である。その後、無線 IC タグに電池を内蔵し、返信電波を強化してアンテナとの通信距離が
⻑いセミパッシブ型が開発された。さらに、無線 IC タグから定期的に電波をアンテナにむけて送信する
アクティブ型の無線 IC タグが開発され普及している（表 1）。アクティブ型では、万歩計等のセンサ
を内蔵し、センサ情報を付記して送信する ICT 化が図られ、近年は加速度センサ等を内蔵する製
品も各社より販売されている。

2）酪農における ICT 技術
搾乳⽜では⾸や⾜に個体識別タグが装着され、個体識別タグの読み取りアンテナは、搾乳室や配

合飼料飼槽等に設置され、搾乳・採⾷時に個体情報を収集する。専⽤管理ソフトは、⽜個体の
乳量、発情検出、繁殖カレンダー機能等多くの機能を有し、膨⼤な⽜の⽣体情報を⾃動収集する
飼養管理データベースとなっている。また個体識別タグによる飼養管理⼿法は、搾乳施設での利⽤
のみならず、配合飼料給飼機等の⽜舎施設機器の運⽤や、搾乳ロボットの⾃動制御にも応⽤され
ている。 

搾乳⽜⽤の個体識別タグは３万円/個程度である。個体識別タグは樹脂ケース等に密閉され
耐⽔性・耐衝撃性をもつ。電池内蔵のものでは数年駆動できるものが多い。しかしながら、メーカーに
より仕様が異なり、互換性がないため、個体識別タグや通信プロトコルの共通化・オープン化は進ん
でいないのが実情である。 

読み書き 電池有無 通信距離 通信タイミング 畜産での利⽤
IDタグ

バーコード 読出しのみ - 50㎝程度 リーダーから 共通⽿標
QRコード（２次元バーコード） 読出しのみ - 50㎝程度 リーダーから

無線ICタグ（RFID⽅式）
パッシブ型 読出しのみ 無 ２m程度 アンテナから 乳⽜⽤IDタグ
セミパッシブ型 読み書き 有 10ｍ程度 アンテナから 乳⽜⽤IDタグ
アクティブ型 読み書き 有 10〜100ｍ程度 タグから 乳⽜⽤IDタグ

発情検出装置

表１． ID タグ、無線 IC タグとの⽐較 
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3)⾁⽤⽜における ICT 技術
⾁⽤⽜では搾乳⽜と異なり、⽜舎施設機械が少ないことから、酪農のような個体識別⽤の無線

IC タグは普及していない。しかし繁殖農家にとって、発情管理と分娩管理は重要であり、発情検出
機（歩数記録⽅式、乗駕⾏動検出式（福重ら 2015））や分娩検出機（膣温計測⽅式、ラ
イブカメラ⽅式）といった機器が普及してきている。

これらの⽜にとりつけるデバイス（歩⾏数や乗駕検出スイッチ）は種付け期間や、分娩間近の⽜
に取り付け、その情報は⽜舎内に設置された受信機に無線通信される。その発情や分娩検出デバ
イスは、各種センサと通信機能を⼀体化され、電池を内蔵するアクティブ型で、通信距離は 50m〜
100m 程度である。⽜デバイスから収集したデータは、パソコン等で解析され、必要に応じて携帯端
末等に通知される仕組みとなっている。農家は⽜舎にいなくても、⽜の発情や分娩の情報・状況を
知ることできる。

酪農施設⽤ ICT デバイスと同様、現時点では各社デバイスおよびデータの通信⼿法はメーカーに
より異なり、共通規格化は進んでいない。 

図 1. 酪農⽤⽜個体管理システムの事例 
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4）他の動物⽤ ICT 技術
ペット⽤途では、個体識別⽤の無線 IC タグとして、⽪下埋設式のマイクロチップが普及している。

マイクロチップは⽣体適合ガラス内に無線 IC タグが密閉されており、専⽤リーダーにより情報を読み
取り可能である。この⽪下埋設式マイクロチップと専⽤リーダーとの読み取り距離は 5 ㎝程度と短
い。加えて⽇本では⾷⾁への混⼊防⽌を避けるため、家畜でのマイクロチップ利⽤は⾏われていない
ことから、放牧へ利⽤は困難である。
 他に野⽣動物の⾏動観察⽤のビーコンタイプの位置計測⾸輪が市販化されている。ビーコンの通
信距離は最⼤ 2 ㎞程で、専⽤受信アンテナを⽤いることで位置推定が可能である。⼀部では、ビー
コンタグと、GPS を組み合わせて、対象動物の位置検出が可能なものもある。

また⿃や昆⾍等の⼩動物に体表⾯に取り付け可能な⾮常に⼩型のセンサデバイスも開発されて
いる。これらデバイスは基本的にはデータロガーで、データの回収はデバイスの回収時に⾏われる。⼀
部では無線通信機能も実装されつつあり、家畜⾏動分野への適⽤も期待される。 

5）新たな⽜⽤ IoT 機器
近年、上記の酪農機器メーカー等による専⽤デバイス以外に、新たな⽜⽤ IoT 機器が開発され

つつある。免許なしで屋外利⽤可能な無線通信規格（技術基準適合証明）を取得し、⻑距離
通信可能で、データ通信費なしに利⽤できる無線 IC タグが開発されている。特に周波数帯
2.4GHz 帯で ZigBee（Xbee）規格や BLE（Bluetooth Low Energy）規格の畜産分野
での利⽤が期待されている（図２）。 

ZigBee は、⽐較的⻑距離でデータ通信が可能で、中継局機能を有することから屋外での通信
ネットワーク構築が容易である。BLE はスマートフォンに実装され広く普及しており、⼩型で低消費電
⼒である。BLE を通信距離 10~30m 程度であるが、BLE を⽤いれば、専⽤のデータ受信システ
ムを⽤いることなく、汎⽤のデバイスで安価に IoT 機器が構成できる。

また動物の⾏動を記録する⼿法として、3 軸加速度センサ値を⽤いた解析⼿法が報告されてお
り、⽜の場合では 3 軸加速度センサのログデータから採⾷・反芻・休息等の⾏動識別が可能と報
告されている（渡辺ら 2013）。 

その中 2016 年から、BLE の技術を核とし、汎⽤部品（マイコン、3 軸加速度センサ、バッテリー
等）を組み合わせ、オープンプラットフォームで構築する安価な⽜モニタリングデバイスと、そのデータを
元にクラウドサーバー（AWS、Azure 等）を⽤いて⽜の⾏動（採⾷、反芻、休憩）⾏動や活動
量を解析して、飼養⽜の健康状態や発情検出を⾏い、農家へパソコンやタブレット情報提供するシ
ステムが市販化され、酪農家・繁殖農家で急速に普及しつつある（FarmNote 社、デザネス
社）。これらの新デバイスは、将来的には⽜舎施設機器と連動し、様々な場⾯でのデータ利⽤が容
易になると考えられる。
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6）放牧への ICT 技術の適⽤
放牧での ICT 技術の適⽤場⾯としては、従来管理者が⾏っていた家畜管理や草地管理の作

業をその場にいなくても可能となるモニタリング⼿法や、⾒える化が想定される。そのための技術要素と
して、⽜位置を検出し、脱柵等の安否確認や、⽜の発情や分娩兆候の検出、飲⽔施設や電気
牧柵の状況のモニタリング等があげられる。 

既に⽜舎⽤に開発されたセンサデバイスによるモニタリング⼿法や ICT 技術は放牧⽜に対しても
有⽤と考えられる。しかしながら、現状の機器を放牧地で利⽤した場合、センサデバイスと受信機間
の距離が⻑く、結果データ⽋落が⽣じることが報告されている（後藤ら 2010）。たとえば⽜にとりつ
ける無線 IC タグの通信距離は最⼤ 100m 程度で、BLE の場合は 30m 程度である。現状の機
器をそのまま放牧で利⽤する場合、多数のアンテナ局を放牧地に設置する必要があり実⽤的ではな
いと考えられる。また放牧地の場合電源設備がないことや携帯電話網が利⽤出来ない場合も多い
ことから、受信機側の電源確保、受信機からデータをサーバー等へ通信する⼿法が課題と考えられ
る。 

そのような通信距離⾯での課題解決には、サブ GHz 帯（920MHz 帯）を使⽤する LoRa、
Wi-Sun 等の導⼊が期待される。これらの通信規格は、データ転送量と通信速度に制約があるもの
の、省電⼒で⻑距離（数ｋｍ）通信可能なため、ガス・電気メータ等の管理⼿法として普及しつ
つある。放牧地のように広⼤で電源確保が困難な場所での無線通信環境の構築への適⽤が期待
される（図 3）。 

図 2． 無線 IC タグの事例 
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2.放牧における ICT 技術の展望と課題
以上、現状では放牧⽤ ICT 技術はまだ普及段階にいたっていない。しかしながら、IoT 機器や

ICT 技術の進歩により、機器の製造コストや開発コストは安価となってきており、導⼊へのハードルは
下がってきている。 

また IoT 機器は省電⼒化が進んでいるが、無線通信するためには電⼒が必要で、バッテリーの⼤
容量化が望まれる、また IoT 機器は多様なデータを取り扱えるが、例えば⾏動量の指標となる加速
度データの場合、その容量は⾮常に⼤きくなる（1 秒間隔では 86,400 点/⽇・頭）ため、⻑期に
わたる運⽤・評価では、ビッグデータの解析⼿法の開発が必要と考えられる。将来的な課題として
は、IoT 機器はインターネットとリンクして利⽤されることから、今後様々な⾯においてセキュリティ確保
が課題となると考えられる。 
 ひとつの⽅向性として、共通⽿標の無線 IC タグ化がブレークスルーになるのではと考えている。近い
将来、現在のバーコードによる共通⽿標の電⼦化が進めば、⽿標はインフラとしての IoT 機器となり
える。その際には、⽜舎飼養にとどまらず、市場での取引、放牧を含めて飼養管理の ICT 化が共通
規格で進み、より⼀般的なものとなることが期待される。 

図 3．放牧での ICT 技術利⽤イメージ 
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本発表の⼀部は、⽣研センター⾰新的技術緊急展開事業（AI プロ）「 AI や ICT を活⽤し
た周年親⼦放牧による収益性の⾼い⼦⽜⽣産技術の開発」（2017-2020）において取り組ん
でいるものである。 
 
⽤語 
 ICT（Information and Communication Technology）︓ 情報通信技術  
 IoT（Internet of Things）︓ モノのインターネット通信技術 
 IoE (Internet of Everything)︓IoT とほぼ同義 
 IoT 機器︓ インターネットにつながるセンサ付き無線 IC タグ（造語） 
 RFID（Radio Frequency Identification）︓ 無線 IC タグ 
 技術基準適合証明︓ 電波法令の適合証明をうけた⼩規模な無線局 略称︓技適 
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AI や ICT を活⽤した放牧畜産に向けて 

情報の⾒える化と管理の効率化を可能とする「草地管理⽀援システム」 

農研機構 畜産研究部⾨ 
井出 保⾏ ・ 北川 美弥 

１．はじめに 
公共牧場数および草地⾯積は減少傾向が続いていたが、飼料⾃給率の改善に向けた取り組み

等により、ここ数年は横ばいで推移している。2016 年における牧場数は全国で 724 ヶ所となってい
るが、このうちの多くが開牧から 30 年近くを経ており、放牧草地の経年化や施設・機械の⽼朽化が
進んでいる。⼀⽅、預託⽜に対するサービスについては、預託期間の拡充や適⽤技術の⾼度化が
強く求められていることから、家畜管理に対するウエイトが⾼まり、放牧草地の管理が不⼗分になる
牧場も多い。このような⽣産環境の変化に加え、慢性的な⼈⼿不⾜や、熟達した作業者の退職に
よる技術の引継ぎ問題も顕在化している。 
 そこで、草地管理にかかる作業の効率化
と、技術の引き継ぎを⽀援するため、ICT 技
術を活⽤した「草地管理⽀援システム（図
1）」を開発した。なお、本システムは、⾰新
的技術緊急展開事業（うち産学の英知を
結集した⾰新的な技術体系の確⽴）を通
じて、株式会社パスコと共同で開発したもの
である。

２．草地管理⽀援システムの開発⽅針 
放牧草地の植⽣は、草の⽣産とそれを消費する家畜が相互に影響し合い、維持されるという特

徴を持つ。その過程では、家畜のもたらす攪乱圧、すなわち「踏みつけ、採⾷、排泄ふん尿」が重要
な役割を果たすと考えられている。そして、多くの公共牧場が⽴地する⼭間傾斜地の放牧草地では
家畜の⾏動が傾斜の影響を強く受けることから、上述の相互関係は図２のように整理される。 

家畜の攪乱圧を構成する要素の中で「排泄ふんの分布」は局所的に⼟壌養分や家畜の採⾷⾏
動を制御することで、植⽣に強い影響を及ぼす。例えば、排泄ふんが集中する緩傾斜地では⼟壌
養分が豊富となるため牧草⽣産⼒が⾼まる傾向にあり、急傾斜地では逆に乏しくなる。そのため、牧
区内に均⼀に施肥を⾏っても傾斜度に応じて増収効果は異なり、とくに排泄ふんの集積する緩傾
斜地では増収効果がほとんど認められない。さらに、排泄ふん周辺の草は放牧⽜に採⾷されないた
め、そのような場所への施肥を控えても牧草の利⽤量が低下することはほとんどない。つまり、排泄ふ
んの集積しやすい緩傾斜地への施肥はその効果が極めて乏しく、その分の施肥を削減しても草地や

図 1 草地管理⽀援システムトップページ
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家畜に対する⽣産性に影響はないものと考えられる。 
同様に、雑草についても牧区内の⼟壌肥沃度に応じて定着し繁茂するため、排泄ふんが集積し

やすい緩傾斜地では肥沃地を好むエゾノギシギシやイヌタデ等が、排泄ふんが乏しい急傾斜地では
貧栄養地を好むヒメスイバやアザミ類等が繁茂しやすくなる。このことから、傾斜度に応じた施肥量の
コントロールは雑草制御において重要な意味を持つ。

そこで、システム開発に際しては、家畜の⾏動が変化する図２の傾斜区分を基軸に、実際の排泄
ふんの分布や植⽣状態などを加味することで、管理効果が期待できる場所を「重点管理エリア」とし
て抽出し、地図上に視
覚化すこととした。さら
に、⽇ 常 業 務 に必 要
な情報を記録し、視覚
化・データベース化する
ことですることで、職員
間の情報共有や⼈材
育 成 のための⽀ 援 機
能についても検討を⾏
った。 

３．草地管理⽀援システムの概要と主な機能 
本システムでは、クラウド型の GIS（地理情報システム、geographic information system）

をベースに、牧場の地図情報と、それに付属する属性情報を⼀元的に管理するものである。システム
の管理は図３に⽰すデータセンターのシステム管理者が⾏い、基本地図の作成や GIS による空間
解析処理など、⼀般には馴染みのない専⾨的
な作業もデータセンターにて⾃動的に処理され
る。そのため、利⽤者は現地でのデータ⼊⼒が
主な作業となり、初⼼者でも扱いが容易であ
る。さらに、放牧地（タブレット PC 等）や牧場
事務所（デスクトップ PC 等）など、インターネッ
トに接続された Web 環境があれば場所を選ば
ずに利⽤することも可能で、現地情報を管理者
間や⽀援機関等とも共有することができる。

なお、利⽤に際しては導⼊牧場のそれぞれに
おいて、サービス提供会社（データーセンター）
における個別のデータ整備（地図画⾯の⽣成
など）が必要となる。 

図 3 クラウド型システムによるデータの流れ 
（イメージ）

図 2 傾斜と家畜⾏動の関係 
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4．草地管理⽀援システムの主な機能 

１）電⼦地図機能と簡易測量機能
本システムは、導⼊牧場ごとに作成される電⼦地図が基盤となっており、システムへの施設等の登

録・変更・削除が随時可能で、さまざまな施設等を 1 つの地図上で確認することができる。地点だけ
でなく、軌跡を記録できる GPS 端末を利⽤することで、⽔道管のような線状の地物や湿地などの⾯
状の記録も可能である（図４）。施設等の登録にあたり、GPS（全地球的測位システム、
Global Positioning System）端末を利⽤することで、正確な位置へ登録できる。さらに、登録
施設の確認時には、GPS 接続 PC を利⽤することで⾃分の位置を確認しながらの施設探索が可能
となり、位置確認にかかる時間を短縮できる。 

これまでの牧場に係る地図情報は、記録する対象によって異なる紙⾯に記載されている場合が多
い。放牧施設の中には地中に埋設された
給⽔パイプのように⽬に⾒えないものや、給
⽔⼝などが牧区外に位置している場合等
があり、埋設、設置時に紙⾯へ記録されて
いる場合でもその位置が正確でない、記録
後に⽣じた変更が反映されていない等、当
事者の記憶に頼らざるを得ない⾯が多々
ある。そのため、当事者の退職はこれらの情
報が消失することに繋がる。 

この他、画⾯上で斜⾯⻑に対応した距離・⾯積の計測もできるため、肥料量の算出や牧柵資材
の⾒積もり等を牧場事務所で容易に⾏える。 

２）植⽣情報や写真等を記録する台帳機能
施肥や更新、植⽣管理（牧草や雑草の状況）といった、草地情報の管理は牧区単位で⾏わ

れることが多いが、１つの牧区内でも植⽣は均⼀ではない。そこで、本システムでは、傾斜区分を基
準に、牧区内を細分画して、各区分に植⽣や写真を記録するための台帳を作成している。台帳
（図５）は地図画⾯と連携していて、情
報を⼊⼒したい場所を地図画⾯上で指定
することで表⽰される。これにより、植⽣情
報や写真を場所ごとに整理・記録すること
を可能にした。さらに、植⽣調査地点の基
本情報（傾斜区分など）に基づき、⼊⼒
された雑草の対策情報や草地更新の必
要性が⾃動的に表⽰される。なお植⽣デー
タの⼊ ⼒ は、インターネットに接 続 された
GPS 搭載のモバイル PC を⽤いることで、場所を確認しながら現場で⾏うことも可能であるが、管理
事務所等において CSV ファイル形式で⼀括して更新することや、反対に出⼒して各種資料等の集

図４ 点・線・⾯での施設登録 
（線施設の属性表⽰例）

図 5 植⽣管理簿 
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計等も⾏える。また写真については、位置情報（ジオタグ）が付いているものであれば、システムへア
ップロードすると地図画⾯上の対応する地点の台帳に⾃動的に保存される。 

３）「重点管理エリア」の抽出機能と作業軌跡表⽰機能（図 4）
本システムの中⼼となる機能で、各種データを参照・解析し、結果を「重点管理エリア」として基本

の電⼦地図に表⽰する機能である。 
GIS の特徴の１つに、「地図画⾯を構成するデータが、レイヤ（階層的な）構造であること」があ

げられる。レイヤとは、もともと「層」を意味する単語で、「各種データが描かれた透明な板が何層も重
なった状態」を指す。基本の地図に各種デ
ータを重ねて、１つの地図画⾯を構成する
状態を、レイヤ構造（階層的構造）と呼
ぶ。本システムでは、放牧草地の地形図や
牧区、施設・障害物情報のみならずトラク
タでの作業が困難な場所や排泄ふんが集
積している場所など、草地管理に関する情
報をそれぞれのレイヤで管理する。

データセンターにおいて、各牧場で⼊⼒さ
れた現地データと基盤データを参照し、「重
点管理エリア」の抽出が⾏われ、結果は⾃
動的に⽀援システムの画像に表⽰される
（図６）。 

また、GPS 端末で取得したトラクタ軌跡
データをシステムにアップデートすると、作業
軌跡に⼀定の作業幅を持たせた作業範
囲を、トラクタナビゲーションのように精度は
⾼くはないものの、記録・表⽰する（図７）。この機能により、作業場所の確認のみならず、熟達し
た管理者の作業ルートを確認することができるので、引継ぎにも利⽤できる。 

５. 今後の⽅向性
「重点管理エリア」の抽出精度は、レイヤに記録されているデータの精度の⾼さと、利⽤するレイヤ

の数が多いほど⾼くなると考えられる。本システムでは、 位置情報を持つ様々なデータをシステム上で
利⽤できる。例えば、発展の著しい UAV（ドローン）による撮影画像も取り込めるため、画像解析、
AI 技術等の取り込みにより更なる精度向上が期待される。今後もより省⼒的な草地情報の収集
⼿段と利⽤⽅法を開発し、システムへの適応を検討していくこととしている。 

本システムは現在、プロトタイプが 3 牧場で稼働中であり（平成 29 年 8 ⽉現在）、今後は各
牧場での利⽤実態を反映した改修や機能の追加を⾏うことで、製品化する予定である。 

図６ 「重点管理エリア」抽出結果表⽰画⾯ 

図７ トラクタの⾛⾏軌跡と作業範囲の表⽰例
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